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基労補発０４２６第１号 

平成２３年４月２６日 

 

都道府県労働局労働基準部長 殿 

 

 

厚生労働省労働基準局労災補償部 

補 償 課 長 

                                                （ 契 印 省 略 ） 

 

 

東北地方太平洋沖地震等に関する労災診療費の請求の取扱い

及び事務処理について（４月診療分） 

 

 東北地方太平洋沖地震等に関する労災診療費等の請求の取扱いについては、

平成２３年３月３０日付け基発０３３０第１３号（以下「局長通達」という。）

により通達されたところであるが、局長通達記の４の別途指示する４月診療分

の請求の取扱いについては、下記のとおりとするので、適切に行われたい。 

 

記 

 

１ 平成２３年４月診療分に係る労災診療費の請求について 

平成２３年４月診療分（５月提出分）に係る労災診療費の請求については、

局長通達記の１の（２）により３月１か月分を通して特例による請求を行っ

たものに限り、当該労災保険指定医療機関の状況にかんがみ通常の手続きを

行うことが困難な場合には、４月診療分についても、１か月分を通して特例

請求を行うことができるものであること。 

これ以外の場合については、下記３により、通常の方法による請求となる

こと。 

２ 特例請求を行う場合の取扱いについて 

 （１）特例請求を選択する労災保険指定医療機関については、局長通達記の２

の（１）に基づき、やむを得ない事情がある場合を除き、平成２３年５月

１０日までに別紙の「労働者災害補償保険診療費特例請求書」（以下「特例

請求書」という。）に診療実日数等の必要事項を記入の上、その所在地を管

轄する都道府県労働局に提出させること。 

    なお、財団法人労災保険情報センターと労災診療援護貸付金貸付契約を

締結している労災保険指定医療機関については、当該財団の地方事務所を

経由して提出させること。 

（２）特例請求額の算出方法 

局長通達記の２の（２）の①の平成２３年３月入院診療実日数を「平成
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２３年４月入院診療実日数」に、また、同②の平成２３年３月外来診療実

日数を「平成２３年４月外来診療実日数」にそれぞれ読み替えて算出する

ことから、労災保険指定医療機関には、特例請求書に当該労災保険指定医

療機関の平成２３年４月の入院、外来別の診療実日数を合わせて記入させ

ること。 

 

① 入院分 

 

平成２２年１１月～平成２３年１月 

入院分労災診療費支払額        平成２３年４月の入院診療 

                     ×  実日数 

          ９２日 

 

 ② 外来分 

 

平成２２年１１月～平成２３年１月 

外来分労災診療費支払額        平成２３年４月の外来診療 

                      ×  実日数 

７０日 

 

（３）局長通達記の２の（４）に基づき、特例請求を選択した労災保険指定医

療機関については、当該特例請求額をもって平成２３年４月分の労災診療

費支払額を確定するものであること。 

３ 通常の方法による請求を行う場合の取扱いについて 

平成２３年４月診療分（５月提出分）に係る請求書等の提出期限について

は、通常どおり平成２３年５月１０日とすること。 

なお、労災保険指定医療機関から請求の手続きについて、個別に相談があ

った場合には、その都度当課と協議すること。 

４ 労災保険指定医療機関に対する周知 

４月診療分（５月提出分）について特例請求を行うことができるのは、既

に、３月１か月分を通して特例による請求を行った労災保険指定医療機関に

限られることから、当該労災保険指定医療機関に対して通知すること。 

なお、未だ３月診療分について請求に至らない労災保険指定医療機関も想

定されることから、特例請求については引き続き周知に努めること。 

 



（別紙） 

労働者災害補償保険診療費特例請求書（平成 23年 4月診療分） 

 平成 23 年４月２６日付け基労補発０４２６第１号「東北地方太平洋沖地震等に関する労災診

療費の請求の取扱い及び事務処理について（4 月診療分）」に定める特例請求の要件に該当するこ

とから、特例請求の算定方法に基づき、労災診療費を請求します。 

 なお、請求額については、厚生労働省が保管する支払記録の平成２２年 11 月から平成２３年 1

月までの支給実績に基づき算定することに同意します。 

 

  平成２３年  月  日 

 

労災保険指定医療機関の番号                          

                 （可能であれば記入をお願いします。） 

郵便番号    （    －    ） 

住所（所在地）  

                                

名   称 

                                

責任者氏名 

                        印  

                       （署名又は記名押印） 

電話番号    （     －    －    ） 

 

   労働局長 殿 

 

 <特例請求の要件> 

災害救助法適用地域（東京都の区域を除く。）に所在する労災保険指定医療機関（医科）であっ

て、3 月診療分（4 月提出分）について、3 月の 1 か月分を通して特例による請求を行った労災

保険指定医療機関のうち、４月診療分（５月提出分）においても通常の手続きによる請求を行う

ことが困難であること。 

 

 平成 23 年 4 月の診療実日数（記入をお願いします。） 

 

・入院診療実日数      日間 

 

・外来診療実日数      日間 

 


